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田中 守

ピーター ・F ドラッカー教授は，周知のごとし現代アメリカ経営

学の泰斗であり，知日学者としてもわが国に馴染み深い人である。彼は，

ウィ ン生れであるが，若年のころイギリスに学び，ロンドンで新開通

信員や国際金融機関の経済調査員をしたこともあったし，渡米後も当初

はイギリス系の銀行や保険会社にエコノミストとして寄与し，後年，在

外大会社の経営コンサルタントにもなっただけあって，世事に疎い学究

ではなく，むしろ社会的現実に対する考察と判断にすぐれた識見を示す

有能の研究者として聞こえている。また，その学問的考察は，企業経営

の部門のみに留まらず，政治および行政に関しでも一家言をもっ識者で

あるところから，われわれ行政理論の学徒も同教授の立言に教えられる

ところが少なくない。ここに紹介する一書も，経営学の理論というより

は，むしろ卓抜した文明批評ないし社会評論であり，国政の未来予測と

公共政策の展望にきわめて重要な示唆を与える労作といえるであろう。

本書は，その副題“HowPension Fund Socialism Came to Amer 

ica”が示すとおり．，アメリカにおける年金基金の増大による資本の社

会化に併せて，人口構造上に必至の高齢化問題が提起する重要課題を説

くもので，一読直ちに日本の将来に関しでも寒心にたえないものを覚え
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させる貴重な文献である。全文200ページ余で五章に分かたれているが，

畢覚，年金基金社会主義が高齢化社会に加える重圧を指摘し，その動向

に対処すべき思考と態度に論及するもので，幸い日本語版に寄せられた

序文に全編の論旨がよく要約されているので，まずそれから引用したい。

「本書には二つの主題がある。第一の主題は，アメリカ経済の所有

者としての年金基金の登場である。企業年金基金や公務員年金基金が

所有する株式は，今日，全上場株式の 3分の l強に達している。 1985

年には，これが2分の lに達する。こうして年金基金はアメリカ合衆

国の唯一の資本家となりつつある。すでに過去25年の聞に，アメリカ

では農業部門を除くあらゆる生産手段が固有化の過程をふまずに，事

実上，社会化されてきている。」（訳書 lページ）

この点からして，著者は，本論の努頭で，「もし『社会主義』が r労働

者による生産手段の所有」と定義されるなら， （しかもこれは正統で唯

一の厳格な定義である。）アメリカこそ最初の真に社会主義国家である。」

（原著 p.l）とする。

第二の主題は，年金基金の社会的背景となる人口権造の変化であり，

端的にいってそれは高齢化社会の到来である。アメリカで退職者のため

の年金基金制度が一般化したのは今から約50年以前とされるが，そのこ

ろは就業者lCJ人に対して退職年齢を超えた者はわずかに11人であった

のが，現在では31人になっており， 1985年にはこれが40人に達する。そ

の分でいくと， 2030年には就業者100人に対して年金受給者は実に70人

を算するに至る，という。

叙上の二大潮流に押されて，経済政策および社会政策は，在来の階級

聞にわたる所得再分配の問題から，青壮年の就業者と老齢の年金受給者

との聞の分自己問題に変移してくる。それは，就業者と退職者の双方に相

応の所得を保障しようとする政治的配慮から，必然的にインフレーショ

ンの慢性化を招来することにもなる。しかも，今世紀の前半，先進国で

は常に過剰貯蓄傾向が存在するというのが経済学の通念であったのに反
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L.今後は，高年退職者が人口構造の重心となるため，逆に過少貯蓄傾

向が生ずるのである。このような推移を洞察するとき，現今の経済政策

ははとんど陳腐化し非生産的にさえなって，経済の成長や安定をもたら

すどころではなく，むしろその破綻を招く危険を伴うであろう。

前記の第一の主題は，主としてアメリカに顕著な変化であるが，第二

の主題は現下の先進諸国すべてに見られる傾向であり，特に日本ではき

わめて著しい。それは，日本においては，出生率の低下と平均寿命の伸

長が他の先進諸国に比して顕著で，「したがって日本では，新規若年就業

者の就業者人口に占める割合は，他のいか在る国よりもはるかに少なく

なっている。また，就業者と高年退職者との比率（著者はこれを「扶養率」

“dependency ratio，，と呼んでいる。）は急速に悪化しつつある。（訳書V

ページ）しかも日本では，いわゆる年功序列制の賃金体系が行われてい

るので，散米諸国と異なり，給与は仕事の実質よりも勤続年数で決定せ

られ，そのため同一手E織の企業内にあっては，「若年就業者が高年就業

者に対して一種の補助を行なう J （訳書Viページ）という結果となる。

したがって，日本の企業にあっては，就業者の平均年齢が若いほど生産

性が高い。過去メ世紀に日本の経済成長を支えた原動力は，主として生

産性の向上であったが，その半ばは，純粋の生産性向上によったもので

はなく，就業人口の変化，す者わち若返りによるものである。しかし，

この動向は今後にも期待できるものではなく，将来は逆現象が起こるで

あろう。

こうしたきびしい社会的変化は，日本だけでなく，すべての先進諸国

に共通した現象で，それは劇的といってよいほどの推移であるが，最も

驚くべきことは，誰もこれらの変化に気づいていないように思われるこ

とで，それが「見えざる革命Jと称するゆえんである。ただ，日本だけ

が，先進諸国のなかでひとりこの変化に気がついているのみでなく，そ

の対策を検討し始めている。すなわち，プラントの輸出に見られるごと

く，今後の日本は，肉体労働による製品でなく，経営管理と技術による
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製品や工場そのものの輸出に力点をおくように在ろう。しかし，その推

移も，日本にとって，第二次大戦後の変革と同様，大きくかっ激しいも

のである。本書は，広く人類のおかれた状態に関する基本的な変化を扱

うものであるが，この変化が最も大きく，また最大の影響をもっに相違

ない国が日本であろう。

以上が，主として日本語版に寄せられたドラァカー教授の序文を要約

したもので，この序文には本書が全編にわたって論述している要旨がよ

く凝縮されているばかりで告し日本への忠言さえも加えられているが，

なお以下に原著本文の要点を摘記して，さらに補足を試みることとする。

（以下の引用文末に括弧で示すのは，すべて原著のページ。）

まず，本書は次の 5章より成る。

1 The Revolution No One Noticed 

2 Pension Fund Socialism : The Problems of Success 

3 Social Institutions and Social Issues Under Pension Fund 

Socialism 

4 The Political Lessons and. Political Issves of Pension 

Fund Socialism 

5 New Ahgnments in American Politics 

著者は，第l章の冒頭でアメリカにおける年金基金の増大とこれによ

る資本の社会化を説いて，「社会主義理論の用語でいえば，アメリカの

被用者こそ唯一かっ真の生産手段の r所有者』である。彼らは，その年

金基金によって，唯一かつ真の「資本家』であり，アメリカの『資本金』

を所有し，支配し，さらに管理している。」（p. 2）と述べこうした傾

向は他の国ぐににも見られるとしているが，特に日本に言及して，

「日本の大企業における第一の責務は，その被用者のために職場と

収入を確保することである。これが，経済的意味における『終身雇用』

（“lifetime employment" ）の語義である。…利潤よりもむしろ雇用

の確保が企業の目的であり，経営管理の成否を決する試金石となる~·~
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(p. 3) 

と述べている点には，深〈思考させられるものがある。

アメリカでは，年金法改正の前年， 1973年に3000万人の民間被用者，

200万ないし300万の自営労働者および政府の全職員（およそ1500万以上）

が年金計画の対象となっており，その実数は当時既に5000万人に垂んと

していた。この伝でいくと， 1985年にはこれが少なくとも6500万人から

7000万人にも及ぶこととなる。」（p. 15）その年金基金がアメリカの株式

に投資されていくので，「その分で進むと，今後10年ないし15年間に，企

業資産の最低50%，いや多分65から70%が年金基金の所有に帰する。換

言すれば，そのときには年金基金カえ農業部門および政府部門を除いて，

アメリカそのものを所有することとなる。」（p.16）としているところに，

著者の存意が窺われるであろう。

なお，公務員の年金についても，企業の場合に劣らず，年金需要が増

加して，「政府職員の年金受給が段階的に急増してきたことは，過去15

年間における連邦，州および特に地方自治体の公費に爆発的な増嵩を招
聞

いた主要原因となっている。」（p. 23）と指摘する日

次に，人口構造の変移について，著者は，かつて「若者革命（theYouth 

Revolution）が伝えられたが，これは一時的現象で，「現代の恒久的変

化すなわち真の「革命』は， 65歳以上の人びとが多くなって，それが新

しい人口重圧の中心となったことである。J(p. 32）とし，「革命」という

語も気安く用いられるようになったが，「アメリカにおける人口構造上

に見透される高齢化という大波と年金基金社会主義の出現こそ，まさに

革命と呼ぶにふさわしい。」（p. 32）というのが， ドラッカー教授の抱懐

する問題意識の中枢部分とみられる。本書を仮にソナタ形式の楽曲に警

えれば，この二つの主題が第1章で提示せられ，以下はその展開部分に

相当するであろう。

第2章の主眼とするところは，現職の就業者と退職した者との関連で

あって，「社会的にも政治的にも問題となるのは，生産人口と被扶養人
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日との比率ではなくて，現に働いている生産者人口と生産に従事しなく

なった退職者数との比率なのである。」（p. 49）というのが主要課題で，

これが前記の「扶養率」という概念を構成する。この主題は，煎ピ詰め

たところ，「退職者人口が心要とする扶養と現に就業している労働軍が

必要とする現金との聞に生ずる張力（tension）」（ p. 55）が問題となる

のである。

第3章は，「見えざる革命」を招来する新しい需要として，まず経済

的問題を扱う。ここで特に関心を惹かれるのは，著者がコングロマリッ

ト（conglomerate）を批判して，私企業であろうが公行政であろうが，

コングロ7 リットは非生産的で，大幅な整理，分割を断行し，真の自治

と分権をはからねばならぬ（p. 113），と説いていることで，これは経営

研究のみでなく，行政批判にも力強い一助となる見解であろう。

また，この章で挙げられている経済的需要は，人口構造の変化に起因

して生ずるもので，それはあらゆる富を生産する諸資源の生産性を高め

ることであり，同時に相応な比率で実質経済成長を遂げるために適切な

運営管理を行うことである。これらの新しい需要は，アメリカの主要な

車邸龍団体とその管漫｝曹に大きい期待をかけるもので，政府特に地方行政

庁に対して最大の圧力を加えることとなろう。また，この需要は経済学

および政治学の双方に，新しい，全く根本的な考え方を求めるものであ

る（pp.115-116），とする。この点に関連しで，著者が行政における生

産性向上についても鋭い批判と豊かな含蓄を提供し，年金基金カ叫守来の

行政府とりわけ地方行政面に及ぼす重圧について警告している部分（pp目

125ー127）は，われわれ行政学に志す者として最も注目に値するところ

であろう。さらに，生産性の向上と経済の実質成長を必要とする時期に

当って，企業にとっても，行政にあっても成長を管理すること（tomanage 

growth）を学ばなければならぬ（pp.131ー132）としていることにも，

多分に教えられ考えさせられるものがある。

第4章は，年金基金社会主義下における私企業と行政府のあり方を目
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標として論述している。ここでも，警告ないし忠言として聴くべきとこ

ろが少なくないが，特に行政の対応について求めている点に剖目したい。

すなわち，現在の「混合経済」（mixedeconomy）や「混合社会」（mixed

so~iety）に際会して政府に期待するのは，政策形成であり，政府は，本

来，「実行者」（doer）ではなしむしろ政策形成者であり，ピジョン作

成者であり，目標設定者である（p.172），とする。この言は，ドラッカー

教授が旧著『断絶の時代』の第10章「行政府の疾患Jで説いたところ仰と

同巧であるが，あくまでもコングロマリアト化した現代行政に対して，

「再民間化」（“repriv山山n勺を要求する同教授の強い所信に感銘さ

えも覚えるものである。

著者はさらに，年金基金社会主義の浸透と老齢化社会の到来は，やが

て福祉国家と福祉社会の相克を招くとし，「一方では，生産に従事する

就業者たちが租税の増徴を拒否し，他方では，高年者たちがインフレの

増進を拒否する時点に到達する。そのときになれば，高年者のための福

祉社会か，援助を受けるべき少数者のための福祉国家か，そのいずれか

を削減せねばならないという不快な事態から免れないであろう。…こう

して，人口構造上の変化によってつくられ，年金基金社会主義によって

動かされてきた『福祉社会』の要求と『福祉国家』の要求との聞に衝突

が起こるであろうo」（pp.181 182）という説も，切実な警告として傾聴

すべきである。日本においても，やがて人口構造上に重圧となる高年層

にとっては，各種年金の普及とともに，失業よりもインフレの方がはる

かに脅威と感ずることとなり，現下の景気刺激策よりも低物価政策を熱

望する筋合となるであろう。そこにも福祉国家と福祉社会との事L磯を予

想しうるのである。

最後の第5章は短文で，末尾に「アメリカの政治における新しい整序

(a new alignment for American politics）を示唆し，アメリカが「社

会主義J という独特の商標を掲げたという自覚の上に立ち，政治の純正

な再編の可能性を予見して，結語としている。（pp.204-205) 
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以上に，本書の概要を紹介したが，この書物は，さきにも触れたとお

り，単なる専門的研究書ではなく，多角的視点から考察した現代社会批

判であり，未来への提言でもある。われわれも，この書に啓発されて，

政治，経済，社会等各部門の学聞が総力を結集して，日本の将来につき

予測と政策形成に寄与する必要があることを痛感するものであり，その

意味で，本書はわが国にとっても正に警世の書と称してよいであろう。

一一一1977・11・30一一一

f主

Ill この言は，最近の日本における国公営企業にも，遺憾ながら，このまま妥当す

るごとく考えられる。日本国有鉄道や東京都営交通事業などの実態をみれば，

われわれ行政学者にとっても， ドラァカー教授の断言は深い思索ときびしい問

題意識を促がすものである。

なお， ドラァカー教授の日本企業批判は次のごとき記述にも窺知することがで

きる。「日本の企業l主，利潤を極大化することに力点をおいてはいないようで，

それよりも事業量を極大化することを第ーの目的としているもののごと〈で

ある。」（P.F.Drucker，“EconomicRealities and Enterprise Strat・ 

egy，＇’ 10 Modern Japanese Organization and Decision Making, edited 

by Ezra F. Vogel, Univ. of California Press, 1975, p. 228. ) 

121 この点も．日本にとって正に他山の石とすべき事皐である。

131 conglomerateは，近年，アメリカで注目を集めている多角経営の大規模企業

集団で，その特徴は，独占禁止法に触れないように，関連のない異質の事業が

結合している占にある。なお，コングロマリットに対する著者の見解は，日本

の大規模地方自治体にも妥当するであろう。

141 P F. Drucker, The Age of Discontinuity, 19日， p.236 

151 Ibid., p. 234 


